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オープンカウンター方式による見積合せの公示 

 

次のとおり、オープンカウンター方式による見積合せを実施します。 

令和８年８月17日 

 独立行政法人都市再生機構西日本支社都市再生業務部  

中国まちづくり支援事務所長 布施 昌也 

 

１ 業務内容 

（1）業務件名   機構所有物件（中国地方）における機械警備業務 

（2）業務の特質等 別紙１仕様書による 

（3）履行期間   令和８年９月１日から令和９年８月31日まで 

（4）履行場所   仕様書別紙１による 

※仕様書別紙１の交付方法 

秘密保持に関する確約書（様式３）に必要事項を記入し、以下の受付期間内にメールに

より申し込むこと。なお、メールには担当者の名刺の写しを併せて添付すること。メール

受領後、機構から担当者等の在籍確認を行った後、速やかに申込者に到着するようにメー

ル送付する（メール送信時には受信確認を実施する）。 

受付期間：令和８年８月 17日（月）から令和８年８月 20日（木） 

受付時間：９時 30分から 17時 00分まで 

送付先：独立行政法人都市再生機構西日本支社都市再生業務部 

中国まちづくり支援事務所まちづくり支援課 

メールアドレス：X91310@ur-net.go.jp 

（5）見積方法 

① 見積金額は、履行期間中の警備機器設置料金、撤去料金及び月額料金等総価を記

載すること。 

② 契約の相手方の決定に当たっては、見積書に記載された金額に当該金額の100分

の10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって決定価格とするので、見積書を提出

する者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を見積書に記載する

こと。 

 

２ 参加資格 

（1）独立行政法人都市再生機構会計実施細則（平成16年独立行政法人都市再生機構達

第95号）第331条（契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ていない
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者）及び第332条（当機構から取引停止措置を受け、その後２年間を経過しない者）

の規定に該当する者でないこと。 

（2）当機構関西地区において令和７・８年度物品購入等の契約に係る一般競争参加資

格を有している者で「役務提供」に係る業種区分の認定を受けていること。 

（3）公示日から見積合せ日までの期間に、当機構から本件業務の履行場所を含む区域

を措置対象区域とする指名停止を受けていないこと。 

（4）本公示、仕様書及びオープンカウンター方式による見積合せ説明書（当機構ホー

ムページ→入札・契約情報→入札・契約手続き→入札心得・契約関係規程→入札関

連様式・標準契約書→心得書等を参照）等を承諾していること。 

（5）警備業法（昭和47年法律第117号）（以下、「警備業法」という。）第５条に規定する

都道府県公安委員会による営業認定を受け、かつ、その認定証が有効期限内であるこ

と。 

（6）警備業法第40条に規定する都道府県公安委員会への機械警備業務に関する届出書を

出していること。 

（7）警備業法第42条に定める機械警備業務管理者資格者証の交付を受けている者を選任

していること。 

（8）警備業法第49条に規定する営業の全部又は一部の停止命令及び廃止命令を過去３年

以内に受けていないこと。 

（9）警備業法第２条に規定する機械警備業務を自ら行う者であること。 

（10）暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者でないこと 

（詳細は当機構ホームページ→入札・契約情報→入札・契約手続き→入札心得・契 

約関係規程→入札関連様式・標準契約書→当機構で使用する標準契約書等について 

→その他→「（入札説明書等別紙）暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者 

又はこれに準ずる者」を参照）。 

（11）（10）に該当する者のほか、不法な行為を行い、若しくは行う恐れのある団体、法

人若しくは個人又はこれらの団体や法人に属する者で組織される団体、法人若しくは

それらの構成員で、契約相手方として機構が適当でないと認める者でないこと。 

 

 ３ 見積書の提出場所等 

（1）見積書の提出場所及び見積手続等に関する問合せ先 

〒732-0053 広島県広島市東区若草町12番１号 

 アクティブインターシティ広島オフィス棟９階 

独立行政法人都市再生機構西日本支社 

都市再生業務部中国まちづくり支援事務所まちづくり支援課  

電話082－568－8951 

（2）見積書の提出期限及び提出方法  
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  ① 提出期限  令和８年８月21日（金）15時00分 

  ② 提出方法  持参又は郵送とする。但し、郵送による場合は書留郵便とし、同日 

          同時刻必着とする。提出場所は上記（1）と同じ 

（3）見積書と同時に提出する書類 

① ２（5）の警備業法第５条に記載の都道府県公安委員会の認定を受けていること

を証明する書面（認定証）の写し（１部） 

② ２（6）の警備業法第40条に規定する都道府県公安委員会への機械警備業務に関

する届出書の写し（１部） 

③ ２（7）の警備業法第42条に規定する機械警備業務管理者資格者証の写し（１

部） 

④ ２（8）の警備業法第49条に規定する営業の全部又は一部の停止命令及び廃止命

令を過去３年以内に受けていないこと、及び２（9）警備業法第２条に規定する

機械警備業務を自ら行う者であることを誓約する書面（様式２） 

（4） 見積合せの日時   

見積書の提出期限後、遅滞なく実施する。なお、見積参加者の立会は求めない。 

４ その他 

（1）契約保証金  免除 

（2）契約書等の作成の要否  要 

（3）見積りの無効   

本公示に示した競争参加資格の無い者のした見積り及び見積りに関する条件に違反

した見積りは、無効とする。 

（4）契約の相手方の決定方法 

独立行政法人都市再生機構会計規程第52条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な見積りを行った者を契約の相手方とする。 

（5）競争参加資格の認定を受けていない者の参加 

上記２（2）に掲げる競争参加資格の認定を受けていない者も、上記３（2）により

見積書を提出することができるが、競争に参加するためには、見積書の提出と同時に

当該資格審査に係る申請書を提出し、当該資格の認定を受け、かつ、競争参加資格の

確認を受けなければならない。 

競争参加資格については、当機構ホームページを参照のこと。 

https://www.ur-net.go.jp/order/info.html 

（6）支払方法 

   請負代金は、請負契約書に基づく支払いとする。なお、支払方法は、月払いとし、

請負契約書別紙２の業務費用支払予定表に記載の毎月の請負代金は、契約金額を契約

期間月数で割った額とする。 

（7）仕様書の内容に係る質問等の受付先 



4 

 

〒732-0053 広島県広島市東区若草町12番１号 

 アクティブインターシティ広島オフィス棟９階 

独立行政法人都市再生機構西日本支社 

都市再生業務部中国まちづくり支援事務所まちづくり支援課  

電話082－568－8951 

 

以  上 
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（様式１） 

 

 

見   積   書 

 

金              円也 

 

ただし、「機構所有物件（中国地方）における機械警備業務」 

 

オープンカウンター方式による見積合せ説明書を承諾の上、見積りします。 

 

年  月  日 

 

 

住 所 

氏 名           印 ※１ 

 

独立行政法人都市再生機構西日本支社都市再生業務部 

中国まちづくり支援事務所長 布施 昌也 殿 

 

 

 

※１ 本件責任者（会社名・部署名・氏名）：                

   担当者（会社名・部署名・氏名）：                  

※２ 連絡先（電話番号）１：                       

   連絡先（電話番号）２：                                            

 

 ※１ 本件責任者及び担当者の記載がある場合は、押印は不要です。 

    押印する場合は、本件責任者及び担当者の記載は不要です。 

 ※２ 連絡先は、事業所等の「代表番号」「代表番号＋内線」「直通番号」等を記載。 

    個人事業主などで、複数回線の電話番号がない場合は、1回線の記載も可。 
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表                  裏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  ＨＰ又は競争参加資格認定通知書に記載されている登録番号を記載すること。 

   なお、競争参加資格を申請中の者にあっては、「競争参加資格申請中」と記載すること。 

提出された見積書については、開封の前後を問わず、引換え、変更又は取消しをするこ

とができないので注意すること。 

※ 押印を省略する場合は封筒に「（押印省略）」と朱書きすること。 
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（様式２）  

 

 

 

誓約書 

                       

令和  年  月  日 

 

 

独立行政法人都市再生機構西日本支社都市再生業務部 

中国まちづくり支援事務所長 布施 昌也 殿 

  

住    所 

 

氏  名 

 

 

当社における業務内容について、下記のとおり事実と相違ないことを誓約します。 

 

１ 警備業法第49条に規定する営業の全部又は一部の停止命令及び廃止命令を過去

３年以内に受けていないこと。 

 

２ 警備業法第2条に規定する機械警備業務を自ら行うこと。 
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※１ 当機構関西地区における令和７・８年度物品購入等の契約に係る一般競争参加資格の業者登録番号を記載。 

   同資格の認定を申請中の場合は、申請の受理票または受理メールの写しを添付すること。 

※２ 連絡先は、事業所等の「代表番号」「代表番号＋内線」「直通番号」等を記載。 

    個人事業主などで、複数回線の電話番号がない場合は、1回線の記載も可。 

 

（様式３） 
令和    年    月    日 

独立行政法人都市再生機構西日本支社都市再生業務部 
中国まちづくり支援事務所長 布施 昌也  殿 

※1 登録番号 
       住    所  

商号又は名称  
代表者氏名              
 担当部署  
 担当者氏名  

※２ 連絡先１ 
連絡先２ 

 
秘密保持に関する確約書 

 
当社は、次の業務に係る入札等（以下「本件検討」という。）を目的として、貴機構から開示を受ける情報の取扱いについて、以

下の各条項の定めに従うことを確約します。 
 

業務名：機構所有物件（中国地方）における機械警備業務 
（秘密情報） 

第１条 この確約書（以下「確約書」といいます。）における秘密情報とは、本件検討に関し貴機構から開示される文書、口頭、電子
媒体、電気通信回線その他開示方法の如何を問わない全ての情報（貴機構から開示される情報を複写又は複製したものを含む。）を
いいます。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号の一に該当する情報については、確約書における秘密情報に該当しないものとします。 
一 貴機構から開示を受けた時点で既に公知であった情報又は既に当社が保有していた情報 
二 貴機構から開示を受けた後、当社の責によらず公知となった情報 
三 当社が秘密保持義務を負うことなく、正当な権利を有する第三者から合法的に入手した情報 
四 貴機構からの開示によらず、当社が独自に開発した情報 

３ 当社は、確約書の存在及びその内容並びに貴機構から秘密情報の開示を受けて本件検討を行っている事実についても、秘密情報
に準じて取り扱うこととし、確約書に記載の各条項に従います。 
（目的外利用の禁止） 

第２条 当社は、秘密情報を本件検討以外の目的に一切利用しません。 
（秘密保持義務） 

第３条 当社は、秘密情報を善良な管理者の注意義務をもって管理します。 
２ 当社は、貴機構の事前の書面による承諾なくして、秘密情報を如何なる第三者に対しても開示又は漏出せず、その秘密を保持し
ます。この場合において、貴機構の事前の書面による承諾を得て、秘密情報を第三者に開示するときは、当社は被開示者となる第
三者に対して、当社が負う秘密保持義務と同等の義務を負わせます。 

３ 前項の規定により、当社が秘密情報を第三者に開示するときは、当社は、第三者が秘密保持義務に違反しないように必要かつ適
切な監督をします。 

４ 第２項の規定にかかわらず、当社は、自社の取締役、監査役、執行役員及び従業員並びに顧問契約を締結している弁護士、公認
会計士、税理士その他法定の守秘義務を負担する専門家に対して、本件検討に必要最小限度の範囲内で秘密情報を開示できるもの
とします。この場合において、当社はこれらの者に対して、当社が負う秘密保持義務と同等の義務を負わせます。 

５ 第２項の規定にかかわらず、当社は、裁判所その他の公的機関から法令に基づき開示を命じられた場合又は照会を受け、当該命
令又は照会に応じる場合は、開示する秘密情報の内容及び範囲を貴機構に事前に通知の上、最低限の範囲で実施します。 

６ 当社は、秘密情報の管理状況について、貴機構から確認又は調査を求められたときには、これに協力します。 
（秘密情報の返還等） 

第４条 当社は、第６条に定める確約書の有効期間の終期が到来した場合、又は貴機構から秘密情報及びその複製物を破棄するよう
求められた場合は、秘密情報について、貴機構の指示に従い、直ちに当社自らの責任において破棄のうえ、速やかにその旨を別記
様式にて貴機構に通知します。 

２ 前項の規定にかかわらず、当社は、会計上の証拠書類としての保管等、内部管理目的のために秘密情報を破棄できない場合には、
あらかじめ貴機構の書面による承諾を得た上でなければ、確約書の定める各条項に従って引き続き秘密情報を保持することができ
ないものであることをあらかじめ了承します。 
（事故時の対応） 

第５条 当社は、秘密情報につき、漏出、紛失、盗難、押収等の事故（以下「本件事故」といいます。）が発生した場合又は発生のお
それがあると認識した場合は、適切な措置を執るとともに直ちにその旨を貴機構に連絡し、貴機構の指示に従います。 

２ 本件事故が発生し、これによって貴機構に損害（第三者から請求された損害、当社が予見すべき特別事情による損害及び弁護士
費用を含む。以下同じ。）が生じたときは、当社は、これを負担します。 
（確約書の有効期間） 

第６条 確約書の有効期間は、確約書の差入日から令和８年８月21日までとします。 
ただし、第４条を除く規定については、確約書の有効期間終了後も５年間有効に存続するものとします。 

２ 前項の規定にかかわらず、第４条第２項の規定に基づき貴機構の承諾を得た上で、秘密情報を保持する場合は、当該情報を破棄
するまでの間を確約書の有効期間とします。 
（損害賠償） 

第７条 当社は、確約書に定める各条項に違反し、貴機構に対して損害を及ぼした場合はその損害を賠償します。 
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※１ 当機構関西地区における令和７・８年度物品購入等の契約に係る一般競争参加資格の業者登録番号を記載。 

   同資格の認定を申請中の場合は、申請の受理票または受理メールの写しを添付すること。 

※２ 連絡先は、事業所等の「代表番号」「代表番号＋内線」「直通番号」等を記載。 

    個人事業主などで、複数回線の電話番号がない場合は、1回線の記載も可。 

 

（取得されない権利） 
第８条 （削除） 

（反社会的勢力の排除） 
第９条 当社は貴機構に対し、その役職員（業務を執行する役員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）が暴力団（暴力団
員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）、暴力団員
（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれに準ずる者又はその構成員（以下「反社
会的勢力」という。）でないことを確約します。 

２ 当社は貴機構に対し、反社会的勢力と以下の各号のいずれかに該当する関係を有しないことを確約します。 
一 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。 
二 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、反社会的勢力を利用していると
認められる関係を有すること。 

三 反社会的勢力に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に反社会的勢力の維持、運営に協力し、
若しくは関与をしていると認められる関係を有すること。 

四 反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有すること。 
３ 当社は貴機構に対し、自ら又は第三者を利用して以下の各号のいずれかに該当する行為を行わないことを確約します。 

一 脅迫的な言動又は暴力を用いる行為 
二 偽計又は威力を用いて業務を妨害し、又は信用を毀損する行為 

４ 当社が反社会的勢力若しくは第２項各号のいずれかに該当し、若しくは前項各号のいずれかに該当する行為をし、又は第１項の
規定に基づく確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合は、直ちに本件検討を中止し、第４条の規定に従い秘密情報を破
棄します。 

５ 前項の場合、当社は秘密情報を本件検討を含むあらゆる目的で利用しません。 
６ 前５項の規定の適用により当社に損害又は損失が生じたとしても、貴機構は何らの責任を負わないものとし、前５項の規定の適
用によって貴機構に損害又は損失が生じた場合には、当社はこれを賠償する責を負うものとします。 
（権利譲渡の禁止） 

第10条 当社は、確約書上の地位並びに確約書に基づく権利又は義務の全部若しくは一部を貴機構の事前の書面による同意なしに第
三者に譲渡しません。 
（管轄裁判所） 

第11条 当社は、確約書に関する紛争について、大阪地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とすることに同意します。 
 

以 上 
 
別記様式 

令和    年    月    日 
独立行政法人都市再生機構西日本支社都市再生業務部 

中国まちづくり支援事務所長 布施 昌也  殿 

※1 登録番号 
       

住    所  
商号又は名称  
代表者氏名                  
 担当部署  
 担当者氏名 

※２  連絡先１ 
連絡先２ 

  
 

秘密情報の破棄に係る通知書 
 
当社は、 年 月 日付けで貴機構に差し入れました秘密保持に関する確約書（以下「確約書」といいます。）により開示を受けた

秘密情報のうち、下記について、自ら破棄しましたので、確約書第４条第１項の規定に基づき通知します。 
 

記 
１ 自ら破棄を行った秘密情報 
２ 破棄の方法 
３ 破棄日 
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請 負 契 約 書（案） 

 

１ 契約の名称 機構所有物件（中国地方）における機械警備業務 

２ 仕様    別紙１仕様書のとおり。 

３ 履行期間  令和８年９月１日から令和９年８月31日 

４ 契約金額  金 〇〇〇〇〇〇    円 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税額 金 〇〇〇〇〇〇  円） 

 

上記の業務について、発注者と受注者は、次の条項によってこの契約を締結する。 

この契約締結の証として、本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各

自１通を保有する。 

 

令和  年  月  日 

 

発注者    広島市東区若草町 12-1 アクティブインターシティ広島９階 

          独立行政法人都市再生機構西日本支社都市再生業務部 

          中国まちづくり支援事務所長  布施 昌也    印 

 

受注者 住 所 

 

氏 名  印 

 

 

（総則） 

第１条 発注者及び受注者は、頭書の業務（以下「業務」という。）に関し、この契約

書に定めるもののほか、仕様書に従い、日本国の法令を遵守し、この契約を履行しな

ければならない。 

２ 受注者は、頭書の契約金額をもって、業務を頭書の履行期間内に完了し、成果物が

あるときは発注者に引き渡すものとし、発注者は、その代金として頭書の契約金額を

支払うものとする（以下、契約金額、履行期間及び契約金額については、「頭書の」

を省略する。）。 

（権利義務の譲渡等） 

第２条 受注者は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継

させてはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでな

い。 
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（一括再委託等の禁止） 

第３条 受注者は、この契約の全部又は主体的部分を一括して第三者に委任し、又は請

け負わせてはならない。 

２ 受注者は、この契約の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、

あらかじめ、発注者の承諾を得なければならない。これらを変更しようとするときも

同様とする。ただし、発注者が仕様書において指定した軽微な部分を委任し、又は請

け負わせようとするときは、この限りでない。 

（特許権等の使用） 

第４条 受注者は、この契約の履行に当たり、第三者の有する特許権、実用新案権又は

意匠権に係る特許発明実用新案又は意匠を使用するときは、その使用に関する一切の

責任を負うものとする。 

（仕様書等の変更） 

第５条 発注者は、必要があると認めるときは、仕様書又は業務に関する指示（以下こ

の条において「仕様書等」という。）の変更内容を受注者に通知して、仕様書等を変

更することができる。この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、

履行期間又は契約金額を変更することができ、それにより受注者に損害を及ぼしたと

きは必要な費用を負担しなければならない。 

２ 前項の場合において、発注者が負担する費用の額は、発注者と受注者とが協議して

定めるものとする。 

（業務の中止） 

第６条 発注者は、必要があると認めるときは、業務の中止内容を受注者に通知して、

業務の全部又は一部を一時中止することができる。 

２ 発注者は、前項の場合において、必要があると認められるときは、履行期間若しく

は契約金額を変更し、又は受注者が業務の履行の一時中止に伴う増加費用を必要とし

たとき若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならな

い。ただし、その費用の額は、発注者と受注者とが協議して定めるものとする。 

（受注者の請求による履行期間の延長） 

第７条 受注者は、仕様書に指定された履行期間に業務を完了することができないとき

は、その理由を明示した書面により履行期間の延長を請求することができる。ただし、

その延長日数は、発注者と受注者とが協議して定めるものとし、受注者は、自己の責

めに帰すべき理由により納期を延長したときは、その部分の契約金額相当額に対し、

延長日数に応じ年（365日当たり）３パーセントの割合で計算した額の履行遅滞金を

発注者に対し支払うものとする。 

（損害の負担） 

第８条 業務の履行に関して生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。）は、受注者
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の負担とする。ただし、その損害が発注者の責めに帰すべき理由によるものである場

合には、発注者が負担するものとする。 

（検査及び引渡し） 

第９条 受注者は、別紙２の業務費用支払予定表（以下「支払予定表」という。）に指

定された各履行期間に業務が完了したときは、遅滞なく、その旨を発注者に通知しな

ければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、その日から起算してl0日以内に

業務の完了を確認するための検査を行わなければならない。 

３ 前項の検査を受けるため通常必要な経費は、特別な定めのある場合を除き、すべて

受注者の負担とする。 

４ 発注者は、第２項の検査の合格の日をもって、業務が完了したものとし、成果物が

あるときは、その所有権は、引渡しを完了したときに発注者に移転するものとする。 

５ 受注者は、業務が第２項の検査に合格しないときは、発注者の指定する日までに業

務をやり直して発注者の検査を受けなければならない。この場合、検査及び引渡しに

ついては、前各項の規定を準用する。 

（契約金額の支払い） 

第10条 受注者は、前条の検査に合格したときは、支払予定表のとおり、各履行期間の

契約金額の支払いを発注者に対し請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求書を受領した日から起

算して30日以内に、契約金額を受注者に支払うものとする。 

３ 発注者がその責めに帰すべき理由により前条第２項又は同条第５項の検査を行わ

ないときは、その期間を満了した日の翌日から当該検査を行った日までの日数は、前

項の期間（以下「約定期間」という。）の日数から差し引くものとする。この場合に

おいて、その遅延日数が約定期間の日数を超えた日において満了したものとみなす。 

（契約不適合責任） 

第11条 発注者は、引き渡された成果物が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適

合しないもの（以下「契約不適合」という。）であるときは、受注者に対し、成果物

の修補、代替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求することができ

る。ただし、契約不適合が発注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、発

注者は履行の追完を請求することができない。 

２ 前項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期

間内に履行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を

請求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をする

ことなく、直ちに代金の減額を請求することができる。 

一 履行の追完が不能であるとき。 

二 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 
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三 成果物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行

しなければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行の

追完をしないでその時期を経過したとき。 

四 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追

完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。 

（発注者の任意解除権） 

第12条 発注者は、業務が完了するまでの間は、次条又は第14条の規定によるほか、必

要があるときは、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及

ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。この場合における賠償額は、発

注者と受注者とが協議して定めるものとする。 

（発注者の催告による解除権） 

第13条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めて

その履行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができ

る。 

一 第２条の承諾を得ずに又は虚偽の申請により承諾を得てこの契約を第三者に承

継させたとき。 

二 正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないとき。 

三 履行期間内に又は履行期間経過後相当の期間内に業務を完了する見込みが明ら

かにないと認められるとき。 

四 正当な理由なく、第11条第１項の履行の追完がなされないとき。 

五 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 

（発注者の催告によらない解除権） 

第14条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を

解除することができる。 

一 第２条の規定に違反して債権を譲渡したとき。 

二 引き渡した成果物に契約不適合がある場合において、その不適合により契約の目

的を達成することができないとき。 

三 受注者がこの契約の債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

四 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履

行を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をし

た目的を達することができないとき。 

五 契約の成果物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に

履行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履

行をしないでその時期を経過したとき。 

六 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催
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告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが

明らかであるとき。 

七 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。以下この条において同じ。）が経営に実質的に関与していると認めら

れる者に債権を譲渡したとき。 

八 第16条又は第17条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

九  受注者が次のいずれかに該当するとき。 

イ  役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与してい

る者を、受注者が法人である場合にはその役員、その支店又は常時業務の契約を

締結する事務所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいう。以下この

号において同じ。）が暴力団又は暴力団員であると認められるとき。 

ロ  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認めら

れるとき。 

ハ  役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与してい

ると認められるとき。 

ニ  役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用する

などしていると認められるとき。 

ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると

認められるとき。 

ヘ  再委託契約その他の契約にあたり、その相手方がイからホまでのいずれかに該

当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

ト  受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の

相手方としていた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対し

て当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

十 第19条の２第１項各号の規定のいずれかに該当したとき。 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第15条 第13条又は前条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によるもの

であるときは、発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（受注者の催告による解除権） 

第16条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行

の催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。た

だし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念



15 

 

に照らして軽微であるときは、この限りでない。 

（受注者の催告によらない解除権） 

第17条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除する

ことができる。 

一 第５条の規定により、業務内容を変更したため契約金額が３分の２以上減少した

とき。 

二 第６条の規定による業務の履行の中止期間が履行期間の２分の１を超えたとき。 

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第18条 第16条又は前条各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるもの

であるときは、受注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（発注者の損害賠償請求等） 

第19条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じ

た損害の賠償を請求することができるものとする。 

 一 履行期間内に業務を完了することができないとき。 

 二 成果物に契約不適合があるとき。 

三 第13条又は第14条の規定により業務の完了後にこの契約が解除されたとき。 

四 前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履

行が不能であるとき。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償

に代えて、受注者は、契約金額（この契約締結後、契約金額の変更があった場合には、

変更後の契約金額をいう。次条において同じ。）の10分の１に相当する額を違約金と

して発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

一 第13条又は第14条の規定により、業務の完了前にこの契約が解除されたとき。 

二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由によって受

注者の債務について履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみ

なす。 

 一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法

律第75号）の規定により選任された破産管財人 

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14

年法律第154号）の規定により選任された管財人 

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11

年法律第225号）の規定により選任された再生債務者等 

４ 第１項第１号に該当し、発注者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、契約金額

につき、遅延日数に応じ、年（365日当たり）３パーセントの割合で計算した額を請

求することができるものとする。 
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（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第19条の２  受注者が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注

者の請求に基づき、契約金額の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定期

間内に支払わなければならない。 

一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭

和22年法律第54号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受

注者が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１項第１号の規定に違

反したことにより、公正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第７条の２第１項

（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の

納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確

定した当該納付命令が独占禁止法第63条第２項の規定により取り消された場合を

含む。）。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命

令（これらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注

者等」という。）に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したもの

をいい、受注者等に対して行われていないときは、各名宛人に対する命令すべてが

確定した場合における当該命令をいう。次号において「納付命令又は排除措置命令」

という。）において、この契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１項第１号

の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

三 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条

又は第８条第１項第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違

反する行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約が、当該期

間（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が受注者に対し納付命令を

行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当

該違反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われた

ものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

四  この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑

法（明治40年法律第45号）第96条の６又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条

第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

２  受注者が前項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、

当該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年３パーセントの割合

で計算した額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 

（受注者の損害賠償請求等） 

第20条 発注者の責めに帰すべき理由により第10条第２項の規定による契約代金の支

払いが遅れた場合においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年（3

65日当たり）３パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを発注者に請求す
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ることができる。 

（契約不適合責任期間等） 

第21条 発注者は、引き渡された成果物に関し、第９条第４項の規定による引渡し（以

下この条において単に「引渡し」という。）を受けた日から１年以内に契約不適合で

ある旨を受注者に通知しなければ、契約不適合を理由とした履行の追完の請求、損害

賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の解除（以下この条において「請求等」とい

う。）をすることができない。 

２ 前項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該

請求等の根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行

う。 

３ 第１項において受注者が負うべき責任は、第９条第２項の規定による検査に合格し

たことをもって免れるものではない。 

４ 発注者が第１項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この項及び

第７項において「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、その旨

を受注者に通知した場合において、発注者が通知から１年が経過する日までに前項に

規定する方法による請求等をしたときは、契約不適合責任期間の内に請求等をしたも

のとみなす。 

５ 発注者は、第１項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合に

関し、民法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をするこ

とができる。 

６ 前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものであると

きには適用せず、契約不適合に関する受注者の責任については、民法の定めるところ

による。 

７ 民法第637条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 

８ 発注者は、成果物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１項の

規定にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関す

る請求等をすることができない。ただし、受注者がその契約不適合があることを知っ

ていたときは、この限りでない。 

９ 引き渡された成果物の契約不適合が設計図書の記載内容、発注者の指示又は貸与品

等の性状により生じたものであるときは、発注者は当該契約不適合を理由として、請

求等をすることができない。ただし、受注者がその記載内容、指示又は貸与品等が不

適当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。 

（賠償金等の徴収） 

第22条 受注者がこの契約に基づく賠償金、損害金、違約金その他の金銭債務を発注者

の指定する期間内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定

する期間を経過した日から契約金額支払いの日まで年（365日当たり）３パーセント
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の割合で計算した利息を付した額と、発注者の支払うべき契約金額とを相殺し、なお

不足があるときは追徴する。 

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年（365日当た

り）３パーセントの割合で計算した額の延滞金を徴収する。 

（秘密の保持） 

第23条 受注者は、この契約の履行に当たり知り得た秘密を第三者に漏らし、又は他の

目的に使用してはならない。 

（適用法令） 

第24条 この契約は日本法に準拠し、これに従い解釈されるものとする。この契約によ

り、又はこの契約に関連して発生した債権債務については、この契約に定めるもの以

外は、民法の規定を適用するものとする。 

（管轄裁判所） 

第25条 この契約及びこの契約に関連して発注者と受注者との間において締結された

契約、覚書等に関して、発注者と受注者との間に紛争を生じたときは、頭書の発注者

の住所を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

（契約外の事項） 

第26条 この契約に定めがない事項又は疑義を生じた事項については、発注者と受注者

とが協議して定めるものとする。 

 



19 

 

（別紙１） 

仕様書 

１ 件名 

機構所有物件（中国地方）における機械警備業務 

 

２ 契約期間 

令和８年９月１日から令和９年８月 31日 

 

３ 対象の物件 

  仕様書別紙１のとおりとする。 

  

４ 警備目的 

警備対象範囲における盗難等を防止するとともに、違法・不当な行為を排除し、もって

同物件を適切に維持管理することを目的とする。 

 

５ 警備方法 

機械警備システム（異常感知装置及び自動通報装置（以下「警備機器」という。）と警

備員による対応を組み合わせた警備活動） 

 

６ 警備内容 

（１）警備対象範囲内における不法侵入者等の早期発見と措置 

（２）警備対象範囲の異常発見、通報及び緊急措置 

（３）盗難等の早期発見と阻止 

（４）警報機器類の正常作動確認、監視及び異常発報時の措置 

（５）機械警備システム用に警備対象範囲に設置された警備機器の点検操作 

 

７ 警備上必要な機械等 

（１）警備機器概要 

①警報送信機 

②警報受信機 

③操作器（コントローラー） 

④人感センサー 

⑤ドア（窓）開放感知センサー 

（２）上記警備機器の中から、必要数を設置すること。 

（３）警備機器及びこれに付随する一切の設備については、受注者が設置し、受注者の

所有に属する。 

 

８ 異常事態発生における処理 
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（１）警報機器により警備対象範囲に異常事態が発生したことを確認したときは、警備

員（警備業法（昭和四十七年法律第百十七号）第 23 条に定める検定に合格した者を

いう）を急行させ、異常事態を確認、事態の拡大防止にあたる。 

（２）受注者は、異常事態を確認後、発注者が別途指定する者へその状況を連絡するほ

か、必要に応じて関係先（警察・消防署等）へ通報する。 

 

９ 事故報告等の届出 

受注者は警備対象範囲の異常対処の内容について、速やかに発注者に報告書を提出す

ること。 

 

１０ 鍵の預託 

警備上必要な鍵については、発注者から借り受けることとし、受領書によりその所在を

確認できるようにするとともに、厳重に取扱い保管するものとする。 

 

１１ 警備機器の設置及び撤去 

警備機器及びこれに付随する一切の設備は、受注者が設置及び撤去工事を行い原状復

帰に努めることとする。なお、原状復帰の内容、設置・撤去作業日程は発注者と協議の

上決定する。 

 

１２ 損害賠償 

（１）受注者の責に帰すべき事由により、警備対象範囲が存する建物、及び範囲内にお

ける設備及び物品を破損又は滅失したときは、直ちに発注者に届け出るとともに、

受注者は損害を賠償しなければならない。ただし、発注者がやむを得ないと認めた

ときは、この限りではない。 

（２）受注者の警備員又は従業員が業務執行中に負った損害については、受注者がこれ

を補償し、発注者は一切責任を負わない。 

（３）受注者が本契約に基づいた警備を実施中に、発注者又は第三者に対して損害を与

えた場合において、その原因が受注者の責めに帰すべき事由によるときは、受注者

は、発注者又は第三者が被った損害を賠償しなければならない。 

 

１３ その他 

（１）業務開始前までに発注者へ警備機器の使用方法等を説明すること。 

（２）警備機器操作に必要なカード等は、設置と同時に発注者に必要数交付すること。 

（３）警備実施上、疑義又は本仕様書に定めのない事項が生じたときは、その都度発注

者と受注者との協議の上取り決めるものとする。 

 

 以 上  
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（別紙２）    

業 務 費 用 支 払 予 定 表  

回数 履行期間   予定金額（税込） 備 考 

１回 
令和８年９月１日から 

令和８年９月 30日まで 
  

２回 
令和８年 10月１日から 

令和８年 10月 31日まで 
  

３回 
令和８年 11月１日から 

令和８年 11月 30日まで 
  

４回 
令和８年 12月１日から 

令和８年 12月 31日まで 
  

５回 
令和９年１月１日から 

令和９年１月 31日まで 
  

６回 
令和９年２月１日から 

令和９年２月 28日まで 
  

７回 
令和９年３月１日から 

令和９年３月 31日まで 
  

８回 
令和９年４月１日から 

令和９年４月 30日まで 
  

９回 
令和９年５月１日から 

令和９年５月 31日まで 
  

10回 
令和９年６月１日から 

令和９年６月 30日まで 
  

11回 
令和９年７月１日から 

令和９年７月 31日まで 
  

12回 
令和９年８月１日から 

令和９年８月 31日まで 
  

 

 


